
第 22 回基準諮問会議 
資料番号 資料(2)-5 

日付 2014 年 11 月 19 日
  

 

議題 実務対応レベルの新規テーマの評価 

項目 権利確定条件付きで従業員等に有償で発行される新株予約権の企業

における会計処理（実務対応専門委員会の評価） 

 

I. 基準諮問会議への検討要望の内容 

（テーマ） 

権利確定条件付きで従業員等に有償で発行される新株予約権の企業における会計処理 

 （提案理由） 

従業員及び役員に対して有償で発行される勤務条件及び業績条件等の権利確定条件が

付された新株予約権を発行した企業における会計上の取扱いが、企業会計基準第 8号「ス

トック・オプション等に関する会計基準」（以下、ストック・オプション会計基準）に

おいて明確ではないため、新規テーマとして提案を行うものである。 

 （具体的内容） 

従業員及び役員（以下、従業員等）に対して、勤務条件及び業績条件等の権利確定条

件が付された新株予約権を、権利確定条件を反映させた公正価値を金銭で従業員等が払

い込み、有償で発行する事例が最近見られる。当該新株予約権については、以下の会計

上の論点があると考えられるが、企業会計基準第 8号「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（以下、ストック・オプション会計基準）においては、これらの論点が必

ずしも明確でないと考えられる。 

 

① ストック・オプション会計基準の対象となるか否か 

ストック・オプション会計基準において、権利確定条件付きで従業員等に有償で発

行された新株予約権がその範囲に含まれるか否かが明確ではない。 

ストック・オプション会計基準が適用されると考える場合には、付与されたストッ

ク・オプションを対価として従業員が追加的に提供したサービスについて、費用処理

が必要になると考えられる。他方、ストック・オプション会計基準が適用されないと

考える場合には、資金調達目的であり、付与後の費用処理は必要にならないと考えら

れる。 

ストック・オプション会計基準の対象となるか否かで、費用処理の要否が変わり得

るため、その考え方を明確化することが望まれる。 

 

② ストック・オプション会計基準の対象となる場合の具体的な会計処理 

権利確定条件付きで従業員等に有償で発行された新株予約権がストック・オプショ

ン会計基準の対象となる場合、その会計処理が明確ではない。 

特に費用計上額の算定のもととなるストック・オプションの公正な評価単価の算定

にあたり、業績条件を考慮するか否かにより費用計上額が大きく異なることも想定さ

れる。 

上記の論点も含め、ストック・オプション会計基準の対象となる場合の具体的な会

計処理について、その考え方を明確化することが望まれる。 

 

なお、明確化にあたっては、既に当該新株予約権を発行している企業に対する経過

措置についても併せて定めることが望まれる。 

 

 

（参考） 
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従業員及び役員（以下、従業員等）に対して、勤務条件及び業績条件等の権利確定条件

が付された新株予約権は、例えば以下のとおりに発行される。 

 

＜発行条件＞ 

会社が従業員等に対して金銭を対価として、新株予約権を発行する。 

当該新株予約権には権利確定条件として、勤務条件と業績条件が付されている。 

従業員から受け取る新株予約権の対価は、上記の勤務条件と業績条件を反映させた

「公正価値」とされている。 

権利確定日は付与日から一定年数経過後である。 

 

 

 

II. テーマアップの要否への該当 

1. テーマアップの要件を基にした、テーマアップの要否に関する分析は次のとおりである。 

(1) 広範な影響があるか。 

 第 4 項に記載のとおり、既に 100 社以上で導入されており、今後も増加する可能性が

あることから、広範な影響があると考えられる。 

(2) 作成者、利用者、監査人等からのニーズはあるか。 

 本テーマは、会計処理の明確化を求めて、監査人からなされたものである。 

(3) 会計実務における多様性はあるか。（多様性の解消により比較可能性の改善が見込まれ

るか。） 

 会計処理については、現在は発行時における払込金額を新株予約権として計上してい

るのみの会社が多いため、実務上のばらつきは少ないと考えられる。 

一方、事務局が調べた範囲では、有価証券報告書提出会社について、権利確定条件付

き有償新株予約権を「ストック・オプションに関する注記」において開示している取引

事例と開示していない取引事例があり、実務上、ばらつきが見られる。これは、第 14

項で記載しているように、権利確定条件付き有償新株予約権が、複合金融商品適用指針

とストック・オプション会計基準のいずれの適用対象となるのかについて、記載からは

必ずしも明確ではないためと考えられる。 

 また、第 25 項で記載しているように、ストック・オプション会計基準では、権利確

定条件を公正な評価単価の算定に含めるべきかどうか明記されていないため、「ストッ

ク・オプションに関する注記」において開示している取引事例について、実務上、ばら

つきが生じている可能性はある。 

(4) 会計基準レベルのものではないか。 

 本件は特定の取引について取扱いの明確化を求めているものであり、会計基準レベル

のものには該当しない。 
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(5) 適時に実務対応報告等の開発が可能か。 

 ストック・オプション会計基準の適用上の複雑さがあり、また、会社法との関係も整

理する必要がある可能性がある（第 6項参照）ため、開発は容易ではない可能性がある

ものと考えられる。 

なお、提案者は、明確化にあたっては、既に当該新株予約権を発行している企業に対

する経過措置についても併せて定めることが望まれるとしており、実務対応報告等の開

発に際しては留意する必要があるものと考えられる。 

 

III. 実務対応専門委員会における本テーマの評価 

2. 権利確定条件付き有償新株予約権については、第 1項(1)に記載のとおり、すでに導入企

業が相当程度あり、今後も増加する可能性があるため、広範な影響があると考えられる。

また、第 1項(3)に記載のとおり、現在は発行時における払込金額を新株予約権として計

上しているのみの会社が多いため、実務上のばらつきは少ないものの、企業会計基準適用

指針第 17 号「払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品に関する会計

処理」（以下「複合金融商品適用指針」という。）と企業会計基準第 8号「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（以下「ストック・オプション会計基準」という。）のいずれ

の適用対象となるのかについて、記載からは必ずしも明確ではないと考えられるため、会

計処理の明確化のニーズが高いと考えられる。 

第 1項(5)に記載のとおり、ストック・オプション会計基準の適用上の複雑さがあり、

また、会社法との関係も整理する必要がある可能性があるため、基準開発は容易ではない

可能性があるものの、取扱いを明確にすべきというニーズは高いと考えられる点を踏まえ

ると、当該取引について、ASBJ において検討することが適切であると考えられる。 

以降では、本テーマを評価した取引内容と課題を記述する。 
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IV. 取引の概要 

3. 権利確定条件付きで役員又は従業員に有償で発行される新株予約権（以下「権利確定条件

付き有償新株予約権」という。）は、典型的には、「業績拡大及び企業価値の増大を目指す

にあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、当社グループの結束力をさらに高めること」

1等を目的として、以下のような内容で発行される。 

 
 

ａ. 企業は、会社法の規定に基づき、新株予約権の募集事項（新株予約権の内容（行使価額、

権利確定条件等を含む。）及び数、募集新株予約権の払込金額、割当日、払込期日等）

を決議する。 

   当該新株予約権には権利確定条件として、勤務条件2及び業績条件3（又はいずれか一方）

が付されている。 

ｂ. 募集新株予約権を引き受ける役員又は従業員は、申込期日までに申し込む。（①） 

ｃ. 企業は、申込者の中から募集新株予約権を割り当てる者及びその数を決定する。（②） 

  割り当てを受けた者は、割当日に募集新株予約権の新株予約権者になる。 

ｄ. 新株予約権者となった役員又は従業員は、払込期日までに、金銭を企業に払い込む。（③） 

新株予約権の払込金額は、企業の株価情報や新株予約権の内容（行使価額、業績条件等）

等が考慮され、一般的なオプション価格算定モデル（例えば、モンテカルロ・シミュレ

ーション等）によって算出された結果を参考に決定される4。 

ｅ. 権利行使が可能な期間は、募集新株予約権の割当日から一定年数経過後に設定される。 

勤務条件及び業績条件が達成された場合に、権利行使可能日以降に権利行使が可能とな

る。 

ｆ. 役員又は従業員は、権利行使時に行使価額を会社に払い込む。（④） 

ｇ. 企業は、役員又は従業員に対して株式を発行する。（⑤） 

4. 事務局が調べた範囲では、有価証券報告書提出会社について、2010 年 1 月から 2014 年 8

                                                 
1 適時開示情報の事例から引用している。 
2 勤務条件とは、従業員等の一定期間の勤務や業務執行に基づく条件をいう。 
3 業績条件とは、一定の業績（株価を含む。）の達成又は不達成に基づく条件をいう。 
4 権利確定条件（勤務条件及び業績条件）の設定により、払込金額が発行時の株価に比べて著しく低い取引事例が

見られる。 

役員
又は

従業員

②新株予約権の割当

③金銭の払込

④権利行使（権利確定条
件が達成された場合）

⑤株式の発行

企業

①新株予約権の申込
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月までに、約 130 社5で当該取引が行われている。 

 

V. 関連する会計基準の整理 

5. 権利確定条件付き有償新株予約権については、複合金融商品適用指針と、ストック・オプ

ション会計基準の定めが関連すると考えられる。 

6. なお、会計処理の検討に際しては、会社法との関係も整理する必要がある可能性がある。

会社法における論点としては、有利発行規制と役員報酬規制が関係すると考えられる。 

 

複合金融商品適用指針 

7. 複合金融商品適用指針では、適用範囲について次のように記載されている。 

2. 本適用指針は、金融商品会計基準が適用される場合において、払込資本を増加させ

る可能性のある部分を含む複合金融商品に適用する。また、本適用指針は、これに関連

する新株予約権及び自己新株予約権の会計処理についても取り扱っている。ただし、新

株予約権については、現金を対価として受け取り、付与されるものに限る。 

 

（結論の背景） 

34. 本適用指針では、新株予約権について、現金を対価として受け取り、付与されるも

のを適用範囲としている（第 2項参照）。これは、平成 17 年 12 月 27 日公表の企業会計

基準第 8 号「ストック・オプション等に関する会計基準」（以下「ストック・オプショ

ン会計基準」という。）で取り扱われていない新株予約権の会計処理を適用範囲とする

趣旨である。ストック・オプション会計基準では、企業がその従業員等に対してストッ

ク・オプションを付与する取引の他、企業が財貨又はサービスを取得するときの対価と

して自社株式オプション（新株予約権）を付与する取引についても取り扱っているが、

企業が現金を取得するときの対価として自社株式オプション（新株予約権）を付与する

取引は前提としていない（ストック・オプション会計基準第 3項）。したがって、当該

取引の会計処理については、本適用指針の定めによることとなる 

 

8. また、新株予約権を発行したとき及び新株予約権が行使された場合の会計処理については

次のように記載されている。 

4. 新株予約権を発行したときは、その発行に伴う払込金額（会社法第 238 条第 1 項第 3

号）を、純資産の部に「新株予約権」として計上する。 

                                                 
5 調査範囲は、2010 年 1 月以降 2014 年 7 月までに、「有償ストック・オプション」を含む表題で適時開示情報を公

表した会社である。 
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5. 新株予約権が行使された場合の会計処理は次のように行う。 

(1) 新株を発行する場合 

新株予約権が行使され、新株を発行する場合の会計処理は、当該新株予約権の発行に伴

う払込金額（会社法第 238 条第 1項第 3号）と新株予約権の行使に伴う払込金額（会社

法第 236 条第 1項第 2号）を、資本金又は資本金及び資本準備金に振り替える。 

(2) 自己株式を処分する場合 

新株予約権が行使され、自己株式を処分する場合の自己株式処分差額の会計処理は、自

己株式を募集株式の発行等の手続により処分する場合に準じて取り扱う（企業会計基準

第 1号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（以下「自己株式等会計

基準」という。）第 9項、第 10 項及び第 12 項）。 

   自己株式処分差額を計算する際の自己株式の処分の対価は、当該新株予約権の発

行に伴う払込金額と新株予約権の行使に伴う払込金額との合計額とする。 

 

ストック・オプション会計基準 

9. ストック・オプション会計基準では、適用範囲について次のように記載されている。 

3. 本会計基準は、次の取引に対して適用される。 

(1) 企業がその従業員等に対しストック・オプションを付与する取引 

(2) 企業が財貨又はサービスの取得において、対価として自社株式オプションを付与

する取引であって、(1)以外のもの 

(3) 企業が財貨又はサービスの取得において、対価として自社の株式を交付する取引 

なお、(2)又は(3)に該当する取引であっても、企業会計基準第 21 号「企業結合に関す

る会計基準」（以下「企業結合会計基準」という。）等、他の会計基準の範囲に含まれる

取引については、本会計基準は適用されない。 

 

10. ストック・オプション会計基準が適用されない取引として、次のように記載されている。 

（結論の背景） 

27. 本会計基準は、第 3 項で述べた取引に適用される。したがって、本会計基準は、次

のような取引には適用されない。 

(1) 自社株式オプション又は自社の株式を用いない取引（第 28 項） 

(2) 付与した自社株式オプション又は交付した自社の株式が、財貨又はサービスの取

得の対価にあたらない場合（第 29 項） 

(3) デット・エクイティ・スワップ取引（第 30 項） 

(4) 取得するものが事業である場合（第 31 項） 

(5) 従業員持株制度において自社の株式購入に関し、奨励金を支出する取引 

（第 32 項） 

(6) 敵対的買収防止策として付与される自社株式オプション（第 33 項） 
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11. ストック・オプションの会計処理については、次のように記載されている。 

4. ストック・オプションを付与し、これに応じて企業が従業員等から取得するサービ

スは、その取得に応じて費用として計上し、対応する金額を、ストック・オプションの

権利の行使又は失効が確定するまでの間、貸借対照表の純資産の部に新株予約権として

計上する。 

5. 各会計期間における費用計上額は、ストック・オプションの公正な評価額のうち、

対象勤務期間を基礎とする方法その他の合理的な方法に基づき当期に発生したと認め

られる額である。ストック・オプションの公正な評価額は、公正な評価単価にストック・

オプション数を乗じて算定する。 

 

12. ストック・オプションの性質等については、次のように記載されている。 

2.(2) 「ストック・オプション」とは、自社株式オプションのうち、特に企業がその従

業員等に、報酬として付与するものをいう。ストック・オプションには、権利行使によ

り対象となる株式を取得することができるというストック・オプション本来の権利を獲

得すること（以下「権利の確定」という。）につき条件が付されているものが多い。当

該権利の確定についての条件（以下「権利確定条件」という。）には、勤務条件や業績

条件がある。 

2.(4) 「報酬」とは、企業が従業員等から受けた労働や業務執行等のサービスの対価と

して、従業員等に給付されるものをいう。 

 

（結論の背景） 

23. （中略）従業員等に付与される自社株式オプションは、一般的に報酬としての性格

を持つと考えられる。（以降、略） 

 

VI. 分 析 

検討のポイント 

13. 権利確定条件付き有償新株予約権については、主として、①有償（発行時に役員又は従業

員が企業に金銭を払い込む。）である、②権利確定条件（勤務条件及び業績条件（又はい

ずれか一方））があるという特性がある。この①の特性は、複合金融商品適用指針及びス

トック・オプション会計基準の適用範囲と関連しているため、有償新株予約権と会計基準

の適用範囲との関係が論点となる。 

また、仮にストック・オプション会計基準の適用範囲に入ると考える場合には、①及び

②の特性を考えた場合に、権利確定条件付き有償新株予約権の付与が報酬の性質を含むか

否かが論点となる。 
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有償新株予約権と会計基準の適用範囲との関係について 

14. 権利確定条件付き有償新株予約権が、複合金融商品適用指針とストック・オプション会計

基準のいずれの適用対象となるのかについては、以下の定めが関連すると考えられるが、

その記載からは必ずしも明確ではないと考えられる。 

 「新株予約権について、現金を対価として受け取り、付与されるものを適用範囲として

いる。」（複合金融商品適用指針第 34 項） 

 「企業が現金を取得するときの対価として自社株式オプション（新株予約権）を付与す

る取引は前提としていない（ストック・オプション会計基準第 3 項）。」（複合金融商品

適用指針第 34 項）。 

 「ストック・オプションについては、会社法上の払込金額の有無又は多寡にかかわらず、

本会計基準を適用の結果、算定された金額で費用及び新株予約権の計上を行う」。（スト

ック・オプション会計基準第 22 項） 

 

報酬の性質を含むか否かに関する検討 

15. 権利確定条件付き有償新株予約権について、勤務条件や業績条件などの権利確定条件があ

る場合には、無償のストック・オプションと類似の性質を有することになるため、上記の

とおり、ストック・オプション会計基準の適用対象となるか否かは明らかではないものの、

ストック・オプション会計基準の内容と整合性を図るか否かが論点となる。ここで、仮に

権利確定条件付き有償新株予約権について、ストック・オプション会計基準と整合性を図

る場合、権利確定条件付き有償新株予約権が報酬の性質を有するか否かが論点になると考

えられるため検討を行う。 

16. ストック・オプション会計基準は、報酬について、「企業が従業員等から受けた労働や業

務執行等のサービスの対価として、従業員等に給付されるものをいう。」としている（ス

トック・オプション会計基準第 2項(3)）。ストック・オプションが報酬に含まれる理由と

しては、「一般には、合理的な経済活動を営んでいる企業が見返り無く自社株式オプショ

ンを付与しているとは考えにくい。そのため、審議の中では、企業が従業員等に自己株式

オプションを付与した場合には、そのような自己株式オプションは、基本的に報酬性を有

するものと理解すべきと考えられた。」とされている（ストック・オプション会計基準第

36 項）。 

17. また、ストック・オプション会計基準の検討に際して実施した実態調査の結果の中で、「圧

倒的な多数がストック・オプション制度の目的として勤労意欲の増進を挙げていることか

らも明らかなように、従業員等に付与された自己株式オプションが、多かれ少なかれイン

センティブ効果を有すること、すなわち、これを従業員等に付与した場合に量又は質の面

で追加的なサービスの提供が期待されること自体については、あまり異論がないものと考

えられた。」とされている（ストック・オプション会計基準第 36 項）。 
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18. このストック・オプションが報酬性を有するとした理由と第 13 項に記載された①有償で

あるという特性及び②権利確定条件があるという特性を照らして考えた場合、以下が論点

になると考えられる。 

 取引時点の公正価値に基づき有償で取引が行われる点。 

 勤務条件が付されている点（勤務条件により一定期間の勤務が要求される場合には、企

業は権利確定期間にサービスを受け取ると考えるかどうか。）。 

 業績条件が付されている点（業績条件を達成するためのインセンティブ効果を有し、こ

れを従業員等に付与した場合に量又は質の面で追加的なサービスの提供が期待される

と考えるかどうか。）。 

 

会計処理への影響 

19. ここでは、全体像を理解するために、仮に権利確定条件付き有償新株予約権がストック・

オプション会計基準の適用範囲に入る場合、会計処理について、どのような影響が生じる

かについて整理する。 

 

（現行の会計基準の概要） 

20. ストック・オプションの公正な評価額は、公正な評価単価にストック・オプション数を乗

じて算定する。当該公正な評価額のうち、対象勤務期間を基礎とする方法等に基づき当期

に発生したと認められる額を費用計上する。（第 11 項参照）。 

公正な評価額 ＝ 公正な評価単価 × ストック・オプション数 

 

21. 公正な評価単価について、ストック・オプション会計基準では次のように記載されている。 

6. ストック・オプションの公正な評価単価の算定は、次のように行う。 

(1) 付与日6現在で算定し、第 10 項(1)の条件変更の場合を除き、その後は見直さない。

(2) ストック・オプションは、通常、市場価格を観察することができないため、株式

オプションの合理的な価額の見積りに広く受け入れられている算定技法を利用す

ることとなる。算定技法の利用にあたっては、付与するストック・オプションの

特性や条件等を適切に反映するよう必要に応じて調整を加える。ただし、失効の

見込みについてはストック・オプション数に反映させるため、公正な評価単価の

算定上は考慮しない。 

 

22. ここで、失効には、権利確定条件が達成されなかったことによる失効（以下「権利不確定

による失効」という。）と、権利行使期間中に行使されなかったことによる失効があると

                                                 
6 付与日とは、ストック・オプションが付与された日をいい、会社法における募集新株予約権の割当日がこれにあ

たる（ストック・オプション会計基準第 2項(6)）。 
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されている（ストック・オプション会計基準第 2項(13)）。 

23. ストック・オプション数について、ストック・オプション会計基準では次のように記載さ

れている。 

7. ストック・オプション数の算定及びその見直しによる会計処理は、次のように行う。

(1) 付与されたストック・オプション数（以下「付与数」という。）から、権利不確

定による失効の見積数を控除して算定する。 

(2) 付与日から権利確定日の直前までの間に、権利不確定による失効の見積数に重要

な変動が生じた場合（第 11 項の条件変更による場合を除く。）には、これに応じ

てストック・オプション数を見直す。 

これによりストック・オプション数を見直した場合には、見直し後のストック・

オプション数に基づくストック・オプションの公正な評価額に基づき、その期ま

でに費用として計上すべき額と、これまでに計上した額との差額を見直した期の

損益として計上する。 

(3) 権利確定日には、ストック・オプション数を権利の確定したストック・オプショ

ン数（以下「権利確定数」という。）と一致させる。 

これによりストック・オプション数を修正した場合には、修正後のストック・オ

プション数に基づくストック・オプションの公正な評価額に基づき、権利確定日

までに費用として計上すべき額と、これまでに計上した額との差額を権利確定日

の属する期の損益として計上する。 

 

（結論の背景） 

51. 第 7 項及び第 9 項に規定するように、ストック・オプションに関する会計処理に関

しては、権利不確定による失効数と権利不行使による失効数を反映させる必要があ

る。前者は、勤務条件や業績条件が達成されないことによる失効数である。このうち、

業績条件の中には、株価を条件とするもののように、一般に、権利不確定による失効

数を見積ることが困難なものが含まれている。ただし、株価を条件とする業績条件と

する場合であっても、例えば、離散時間型モデル等を利用して合理的に見積った失効

数を反映することは認められると考えられる。 

 

（分析） 

24. 仮に権利確定条件付き有償新株予約権がストック・オプション会計基準の適用範囲に入る

場合の会計処理の検討においては、(1)権利確定条件を有することの影響、(2)有償で受け

取る金額の公正な評価単価への影響を検討することが考えられる。 

 

権利確定条件を有することの影響 
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25. ストック・オプション会計基準では、権利確定条件を公正な評価単価の算定に含めるべき

かどうか明記されていないものの7、権利不確定による失効に業績条件が達成されないこと

による失効が含まれていることから、権利確定条件は公正な評価単価の算定には含めず、

権利不確定による失効の見積数に反映するものと考えられる。 

26. ここで、ストック・オプション会計基準では、付与日から権利確定日の直前までの間に、

権利不確定による失効の見積数に重要な変動が生じた場合には、これに応じてストック・

オプション数を見直し、見直し後のストック・オプション数に基づくストック・オプショ

ンの公正な評価額に基づき、その期までに費用として計上すべき額と、これまでに計上し

た額との差額を見直した期の損益として計上するとされている（ストック・オプション会

計基準第 7項）。 

27. 権利確定条件を失効に反映する場合、権利確定条件付き有償新株予約権の発行時において

業績条件が達成されない可能性が高いと判断するときには権利不確定による失効の見積

数に含まれ、公正な評価額（公正な評価単価 × ストック・オプション数）の計算に反

映される。次項に記載のとおり、有償で受領する額をこの公正な評価額から控除すると、

発行時に計上される費用は重要性がない可能性がある。 

そして、その後のある時点で権利確定条件が達成される可能性が高くなったと判断する

ときに、権利不確定による失効の見積数の減少に伴いストック・オプション数を見直した

場合には、当該時点における公正な評価額は発行時に計算される公正な評価額と比べて増

加する。この増加に伴い、その期までに費用として計上すべき額と、これまでに計上した

額との差額が、見直した期の損益として一時に計上することになり、権利確定条件が達成

されるかどうかにより、費用計上額に大きな差が生じる可能性がある。 

 

有償で受け取る金額の公正な評価単価への影響 

28. 第 21 項に記載のとおり、公正な評価単価は、株式オプションの合理的な価額の見積りに

広く受け入れられている算定技法を利用して算定される。無償で付与されるストック・オ

プションでは、ストック・オプションとサービスは等価で交換されているため、いずれか

高い信頼性をもって測定可能な評価額を使うとして、この算定方法を採用している。ここ

で、権利確定条件付き有償新株予約権については、有償で受領した金額は公正な評価単価

の算定に際し、控除すべきと考えられるがどうか。 

 

以 上 

 

 

 

                                                 
7 IFRS では、株式市場条件は付与した資本性金融商品の公正価値を見積もる際に考慮しなければならないとされて

いるが、株式市場条件以外の権利確定条件は考慮してはならないとされている（IFRS 第 2 号「株式に基づく報酬」

第 19 項、第 21 項）。これは、株式市場条件以外の権利確定条件を評価に織り込むことの困難さ、それによりもたら

される主観性などを勘案したものである（IFRS 第 2 号 BC215、BC216）。 


